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そ

づくりを指導するため

の

「平塚あきんど実践大

他

学」を１０回開催し、

　

３２９人の参加があっ

】

た。商業者の経営強化

【

に
寄与した。

Ａ：成果

協

があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

商業経営セミナー等開

類

催事業

経済部　商業観

ハ

光課

01－07010 ー2－080000 ○ ●ド

04 基本目標４　　活

ソ

力とにぎわいに満ちた

フ

まち
総合計画の

01 ①

ト

〈持続可能〉　産業の

根

発展を持続させる
位置

拠

付け
02 2 産業の経

法

営基盤を強化する

商業

令

者

□ □ □ □ 商店街連合

等

会、平塚商工会議所

商

対

業に関する情報の提供

象

や経営などに関する指

・

導及び助成が充 商業経

受

営の安定と向上のため

益

、商業経営者、後継者

者

及び従業員
実し、商業

事

者の経営強化が図られ

業

ています。 を対象にし

期

たセミナー(商店街活

間

動及び商業経営の在り

委

方につ
いて）などを開

託

催し、意識の啓発を図

、

ります。

商業経営セミ

協

ナー等開催回数 回

－

9

働

13 13

15

商業経営

【

セミナー等参加者数 人

委

－

190 300 300

託

412

①：予定どおり

：

２１世紀に対応できる

3

高感度な商店街づくり

セ

及び商業の活性化を図

ク

るために、商業経営者

・

、後継者、及び従業員

財

を対象に商店街
活動・

団

商業のあり方について

企

の商業経営セミナーを

業

５回開催し、８３人の

Ｎ

参加があった。また、

Ｐ

中小商業の後継者を対

Ｏ

象に「主
張する店舗」
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位

5 5,455 0 0

0 0

施

5,916 6,020

策

6,020 0 0

● ○ ○

へ

○ ○ ○ ○

商業経営の安

の

定と向上、経営力強化

貢

を図るために、商業者

献

を対象にしたセミナー

高

などを開催し、意識の

市

啓発を図る。

商業経営

民

の安定と向上のため、

満

商業経営者、後継者及

足

び従業員を対象にした

度

セミナーを開催し、意

を

識の啓発を図る。また

高

、中小
商業の後継者、

め

起業者を対象に、「主

る

張する店舗づくり」を

方

考え実践するための研

策

修会を開催する。

商業

業

者間の競争が激化する

有

状況下において、経営

効

力の強
化がますます必

性

要となることから、有

継

力な講師を選定す
るこ

続

とにより、商業経営に

に

つなげるため、事業を

よ

継続し
ていく。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

□ 商業者の経営強化を

出

図るため、商業経営セ

総

ミナー等を実
●■ 施す

合

る必要性がある。

■ ○

評

□
□ 事商業経営セミナ

価

ー等の事業を継続し、

市

意識の啓発を図
●□ っ

民

ていくことに有効性が

ニ

ある。

■ ○
□
■ 商業経

ー

営セミナー等を開催し

ズ

、商業者に時代に対応

高

した
●

□ 商業経営力を

事

身に付けることは妥当

業

である。
○

□
○

□
□ 講

目

師の選定の段階で、コ

的

ストの削減を図る。
●

の

■
○

□
○

□

商業に関す

達

る情報の提供や、経営

成

等に関する指導等を充

状

実させ、商業者の後継

況

者育成と経営強化が図

必

られるようにする。

セ

要

ミナーなどの開セミナ

性

ーなどの開セミナーな

市

どの開

催 催 催

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

関

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

与

0 0 0 0

0 0 461 5

の

65 565 0 0

0 0 4

必

61 565 565 0 0

要

0.00 0.00 81

性

.59

0.00 0.0

低

0 0.65 0.65 0

事

.65 0.00 0.0

そ

0

0.00 0.00 0

の

.00 0.00 0.0

他

0 0.00 0.00

0

上

0 5,455 5,45




